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	１．助成対象者について
	Q.1-01 提携他社と連携した取組を申請する場合、提携他社である建材・住宅設備供給者が申請者となって申請、経理処理を行っても良いでしょうか。
	Q.1-02 提携他社は、申請者と同様に建物供給事業者でなければいけないのでしょうか。
	Q.1-03 当社は特定供給事業者に該当する中小企業者なのですが、「環境性能向上支援事業」を活用しない場合、当事業を活用することはできるのでしょうか。

	２．助成対象事業について
	Q.2-01 助成の対象となる資格取得について、例えば国家資格や公的機関のものに限るなど、取得する資格に条件や制限はあるのでしょうか。
	Q.2-02 東京ゼロエミ住宅の助成金を受ける物件についても、省エネ計算費用や東京ゼロエミ住宅認証書の発行費用は助成対象になりますでしょうか。
	Q.2-03 ZEH 水準の建物の重量化に対する技術向上というのは、具体的にどのような内容でしょうか。①許容応力度計算の習得、②耐震構法の採用と導入研修なども対象となりますでしょうか？
	Q.2-04 助成対象事業例について、BELS取得（省エネ性能表示）にかかる費用も助成対象でしょうか？試行とは、初めて取得する場合という意味でしょうか。
	Q.2-05 建築物環境報告制度に対応する設計・施工技術の向上の取組の一環として、設計住宅性能評価書、長期使用構造等の確認書の取得費用は助成の対象となると考えてよろしいでしょうか。

	３．助成対象経費について
	Q.3-01 実績報告時点で資格が取得できていなければ、資格取得のために要した経費（受講料等）は助成されないのでしょうか。
	Q.3-02 当事業は、「環境性能向上支援事業」で助成対象となっている「広報・宣伝費」や「直接人件費」は助成対象とならないのでしょうか。
	Q.3-03 外部講師を招いて社員向け勉強会を開催する場合、講師派遣に係る費用は助成対象になりますか。
	Q.3-04 助成対象項目が複数（①省エネ計算やZEH化による構造に関する勉強会、②省エネ計算の外部委託費）になっても問題ありませんか。
	Q.3-05 省エネ計算などのシミュレーションに使うソフト購入費用は助成対象経費として認められますか。
	Q.3-06 広告物は対象にならないという理解でよろしいでしょうか。（例えば、新たに環境性能の高い住宅を標準住宅とした場合のパンプレット等の作成費用）。
	Q.3-07 住宅毎の構造計算費用や一次エネルギー算出費用を設計事務所と年間契約した場合も助成対象となるのでしょうか。
	Q.3-08 技術力向上を目的として、教育機関等において社員の能力開発を行う場合、学費等は助成対象となりますか。

	4．助成期間について
	Q.4-01 交付の決定は、先着順ですか。それとも事業の内容により選定された事業が優先されるのでしょうか。

	5．助成金額について
	Q.5-01 当事業は概算払いを請求することはできるのでしょうか。

	6．その他
	Q.6-01 当事業を活用する場合は、「環境性能向上支援事業」と同様に建築物環境報告書制度への参加を誓約することが必要なのでしょうか。
	Q.6-02 当事業は「環境性能向上支援事業」と同様に、申請に先立ち事前相談を行うことが必要なのでしょうか。


